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１．研究計画の概要 
 
 本研究は、通常学卒後 40 年以上に及ぶ就
業可能期間において、様々な移動を繰り返し
ながら労働者がキャリアを積み重ねていく
過程を、五つのキャリアステージ（学校・企
業・NPO・創業・インターバル）を拠点に実
証分析することを目的としている。 
 
２．研究の進捗状況 
 
 平成 19 年度は、採用において優位性を持
たない比較的小規模な民間企業 5000 社を対
象に、紹介予定派遣、第 2新卒者の採用意向
及び活用に関する設問を中心とする調査票
調査を実施した。さらに、調査対象に転職経
験者を追加した結果、620 社及び 929 名から
の回答を得た。 
 平成 20 年度は、上記調査データの分析を
行い、採用担当者の考えの中でも、転職者の
間でも、転職経路間の棲み分けが相当程度進
んでいることが分かった。そのことが、転職
後に生じる所得をはじめとする様々な格差
を考察する上で重要な要因となっており、適
材適所を目指す上でどのような歪みや偏り
をもたらしているのか、今後さらに詳細な分
析を要することを認識した。その一方で、NPO
に関しては、特に有償ボランティアの労働者
性に関して労働法の分野から関心が寄せら
れ、現場の労働実態を紹介する機会に恵まれ
た。また、これまでの研究成果を、若者向け
に分かりやすく紹介する新書を出版する機
会にも恵まれた。 
 平成 21 年度は、二つの調査票調査を実施
した。「中国における日本語専攻大学生の就

職活動に関する調査」は、日本の大学生と競
合しつつある中国の日本語が堪能な大学生
を対象とし、その就職活動の実態を把握しな
がら、どのような就業意識とキャリア実現力
が形成されているかを明らかにしている。得
られた 286名のデータから、日本とは大きく
異なる新規大卒者の就職市場や就職支援体
制のあり方が、中国の大学生の就業意識に尐
なからぬ影響を与えており、人材活用のグロ
ーバル化を目指す上で示唆に富む結果が示
された。また「キャリア教育の現状に関する
調査」は、大学進学率が 50％を超える昨今、
若年雇用問題が最も表出しやすいのが、職業
高校等で訓練されずに就職せざるを得ない
普通科高校の出身者であるという問題意識
から、全国の普通科高校 3984 校全てを対象
とし、キャリア教育の実態と課題の把握を目
指している。 

 

３．現在までの達成度 
 
②おおむね順調に進展している 
 
 三つの大規模な調査票調査を実施できた
ことが大きい。分析を経て、想定していた知
見だけでなく、新たな論点に気づかされるこ
とも多かったため、今後の研究の可能性が広
がった。特に、平成 21 年度に着手した「キ
ャリア教育」については、平成 23 年度から
大学でも職業指導（キャリアガイダンス）が
義務化されるなどの動きもあり、社会的な関
心も高まっている。喫緊の課題として、最終
年度の研究に全力を尽くしたい。 
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４．今後の研究の推進方策 
 
 平成 22年度が最終年度となるため、3月末
時点で約 850校から回答を得ている「キャリ
ア教育の現状に関する調査」の速やかな集計
および分析を手がけ、成果報告を様々な形で
実施したい。また、4 年間の蓄積を総括し、
次年度以降の研究計画策定につなげること
を考えている。 
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